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要　旨

　当院においては、2001年に「病院総合情報システム」を構築し、2001年10月から病棟オーダリングシステム、2002
年 3 月から外来オーダリングシステムを本格稼働させた。さらに2011年の新築移転時に電子カルテシステムを導入し
た。
　こうした医療情報システムの拡充が進む中で各部署からシステム部門に対し様々なシステム化要望が寄せられるよ
うになった。
　我々は、こうした要望に対応するため、院内職員による情報システムの院内開発に2004年から着手し2014年で10年
を経過した。この間、様々な工夫を講じながら130件を超えるシステムを構築してきた。
　これら院内開発により、業務の効率化、医療安全、業務支援等に多くの成果を上げてきたが、スタッフ、メンテナ
ンス、外部委託との関係など課題・問題点も存在する。こうした課題・問題点を解決しながら今後とも院内開発ニー
ズに対応をしていく必要がある。
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 （神戸市立病院紀要　53：13－27，2014）
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Abstract

In our hospital, we established the Hospital Information System in 2001. We started full-scale operation of the ward ordering 

system in October 2001 and the outpatient ordering system in March 2002. Furthermore, we introduced the electronic health 

record system during the inauguration of our new building in 2011. With the expansion of the medical information system, the 

demand of each department for specialized medical systems has increased. These demands include improvements of medical 

information systems such as departmental and electronic health record systems. However, these demands are not few and affect 

the day-to-day operations in our medical institution. Ten years have passed since we started the development of in-house systems 

for our hospital staff in 2004. During these 10 years between 2004 and 2014 we have promoted the continuing development of 

the in-house systems, this paper considers the issues and problems we have faced in the process. In addition, we present future 

prospective directions of the development of in-house medical systems.
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はじめに

　当院（神戸市立医療センター中央市民病院）にお
いては、1990年に病棟オーダリングシステムを導入し、
各種オーダリングシステムを順次稼働させてきた。ま
た「患者サービスの向上」、「病院機能の効率化」、「診
療支援」、「高水準の情報システム」を目指して「病院
総合情報システム」を構築し、2001年10月から病棟オー
ダリングシステム、2002年 3 月から外来オーダリング
システムを本格稼働させた。さらに、2011年の現在地
への新築移転（本稿では新病院という）を契機に電子
カルテシステムを導入するとともに、従来の手作業な
いし紙伝票などで行っていたほとんどの部門について
もシステムを導入して機械化することによりこれらの業
務の効率化を図るとともに、電子カルテ・オーダリング
システムや医事会計システムと情報連携を実現した。
　こうした医療情報システムの拡充が進む中で、院内
の各部署から医療情報システムの運用管理を担当する
システム部門（事務局医事課総合情報係、平成25年 4
月から情報企画課に変更）に対し様々なシステム化要
望が寄せられるようになった。これらには、電子カル
テシステム等医療情報システムの改善要望から簡単な
事務処理ツールに及ぶ様々なものがある。基幹システ
ムや部門システムといったベンダー製の医療情報シス

テムの改善要望については費用の問題はあるものの、
ベンダーによるシステム改修で対応できるが、それ以
外の要望に関しては別途対応を考える必要がある。
しかも医療現場の要望の背景には日常の業務の中で、
なんとかしてほしいという切実なものが少なくない。
我々は、院内のこれらのニーズに何とか対応していき
たいという姿勢で臨んできた。
　我々が、院内職員による情報システムの自家開発

（本稿では「院内開発」と呼称する）に2004年から着
手し始めてから2014年でちょうど10年を経過した。院
内開発という手法にはメリットの反面、解決すべき課
題があるが、我々はそのことを認識したうえで、現場
のニーズに応えるため最大限の努力を払ってきた。
　10年の節目を迎えるに際し、本稿では我々が進めて
きた院内開発の実績を振り返ることで、医療現場にお
いて院内開発が果たしてきた役割を確認し、その課
題・問題点と今後の方向性について考察を加える。

Ⅰ．背　景

１．当院における医療情報システムの変遷
　当院における医療情報システムの変遷を図 1 に示
す。当院は、1981年 3 月に中央区加納町 1 丁目から
ポートアイランドに新築移転した（本稿において「旧

図１．当院の医療情報システムの変遷
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病院」という）。移転時から医事会計システム、臨床
検査システム、カルテ管理システム、レントゲンフィ
ルム・マイクロフィルム管理システムを稼働させ、以
降、1986年に検査サブシステム、給食、物品、薬剤の
各部門システムを導入した。1990年には病棟オーダリ
ングシステムを導入し、順次各種オーダシステムを稼
働させた。また「患者サービスの向上」、「病院機能の
効率化」、「診療支援」、「高水準の情報システム」を目
指して「病院総合情報システム」を構築し、2001年10
月から病棟オーダリングシステム、2002年 3 月から外
来オーダリングシステムを本格稼働させた。
　また、2003年11月には患者基本情報、処方、注射、
検査、病名、給食、入院基本、検査結果等のオーダー
データ及び会計データを蓄積するデータウエアハウス

（DWH）を導入した。このことにより診療情報の検
索、分析が可能となり、診療支援、経営支援、臨床研
究に活用できる基盤が整備された。
　その後、システム更新に際し、2005年に医事会計シ
ステムのUNIXサーバ化、2008年にオーダリングシス
テムのUNIXサーバ化を図った。さらに、2011年の新
病院移転を契機に電子カルテシステムを導入するとと
もに、ほとんどの部門のシステム化と電子カルテとの
連携を実現した。

２．システム部門の役割と変化
　当院のシステム部門は、事務局医事課総合情報係

（2013年 4 月から情報企画課）が担当し、オーダリン
グシステム等医療情報システムの運用管理を担ってき
た。2001年のオーダリングシステム稼動当初からレス
ポンス問題やシステム障害等が相次いだが、種々の対
策を講じることで2008年には安定稼動を実現した。
　また、システムの運用管理の面については、1981年
からシステム監視、日次・月次処理、データバック
アップ等のコンピュータのオペレーション業務を外部
委託する一方、診療報酬改定、医事会計・オーダリン
グシステム・部門システム（検査、放射線、薬剤、給
食）の開発・レベルアップ・管理、システムの障害対
応、端末周辺機器管理やネットワーク管理、端末操作
や障害時の利用者サポート、新任転任医師看護師等の
操作研修、職員OA研修などシステム全般の運用管理
を職員で対応してきた。
　2003年からは、運用管理の一元化とアウトソーシン
グの一層の推進を図るため、従前のオペレーション業
務に加え、①24時間365日の常駐化（従来は土曜7 :00
～日曜22 :00及び休日はオペレータ不在で職員がポケ

ベル対応）、②端末操作・障害問合せ対応、端末操作
研修等、③ネットワークの一時切り分け対応などにも
委託業務を拡大し運用管理の一括委託を行った。
　委託業務拡大に伴う委託費の増嵩に対しては職員の
減員で対応したが、システム運用管理の一括委託化に
より運用管理面で職員が日常的に関わる必要性が減少
した。
　
３．院内各部署・部門からのシステム化要望への対応
　システムの開発局面から運用局面に移行するなか
で、医療安全への対応や制度変更、院内の運用変更に
対応するためオーダリングシステム等の基幹システム
や部門システムの改善（レベルアップ）の必要性が生
じてきたが、これらの要望については、予算の制約も
あるため、院内に設置された「医療情報部会」におい
てリスクマネジメント、操作利便性、業務改善等の観
点から優先度を勘案し実施すべきものが決定された。
　基幹システム、部門システムへの要望のほかに、
院内各所に配置されたMINK端末（当院では病院総合
情報システムのことを、Medical Information Network 

system of Kobe city general hospitalの頭文字から「MINK」
と呼称し各端末のことを「MINK端末」と称している）
を活用して、情報共有化、業務の効率化、省力化、経
費削減を目的とするシステム化要望がシステム部門に
寄せられるようになった。
　システム運用管理の一括委託を契機に、2003年から
システム部門の職員で対応できる範囲で徐々に院内開
発によるシステム化を開始した。院内からのニーズに
対応するには病院業務及び医療情報システムに通じる
とともに、高度な情報処理能力が必要となるが、業務
を通じて研究・開発するなかで職員のICT技術のスキ
ルアップを図り、データベース、開発言語、ネット
ワーク等において必要な技術を習得しながら院内開発
を進めた。

Ⅱ．システム院内開発の実績

１．旧病院における院内開発（2004年～2011年）
　当初は、院内開発の初期段階であり、各部門におけ
る個別業務のシステム化から開発を始めた。DWH等
の他システムとデータ連携できる環境が整備されてか
らは、検査結果、病名、DPCデータ等自動取得の仕組
みを取り入れてシステムを構築してきた。院内開発
の手法として、二つの異なる方法を活用した。一つ
は、開発言語にMicrosoft Access、Visual Basicを使用し
てユーザーインターフェイスに優れたシステムを構築
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するとともに、他方、WEBブラウザを使用するのに
適しているシステムについては、開発言語にHTML、
Java Script, PHP等を使用してWEBブラウザのInternet 

Explorer上で稼働する（WEBベース）のシステムを構
築した。
　旧病院における院内開発ツールのうち主なものは次
の通りである。（その他の院内開発ツールについては
表 1 （ 1 番～39番）を参照）

①看護部超過勤務管理システム
　2003年 4 月現在912床の病床を有する当院では、約
800人の看護師が勤務していた。この看護師の超過勤
務については従来、紙伝票に記入されたものを毎月、
パンチ入力していたが、内容のチェックに多大な時間
を要していた。
　これを日々の勤務時間を各看護師が入力し、これを

表１．主な院内開発実績（2004～2014）
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病棟師長が確認のうえ承認することにより、超過勤務
時間のチェックと集計及び給与計算用のデータ作成を
自動的に行うシステムを作成した。

②看護部人事管理システム
　約800人の看護師の人事管理については、紙ベースの
台帳に基づいて行われていた。このため、勤務期間で
の対象者の抽出等を手作業で行うため非効率であった。
　看護師の学歴、職歴、配属歴等の人事情報を登録・
管理する人事管理システムを作成した。これにより、
人事管理上必要な情報が適宜出力でき、転記作業が無
くなった。

③看護部タクシーチケット承認システム
　看護師が公共交通機関のない深夜に帰宅する場合、
タクシーを利用しているが、この使用状況について看
護部で点検を行っていた。
　タクシーチケットを使用した看護師各人が使用実績
を入力することにより、チケットの使用状況の把握と
勤務時間との照合チェックを自動的に行うシステムを
作成した。

④救急システム
　当院は、神戸市域の基幹病院として市民の生命と健
康を守るため24時間体制での救急医療を担っている。
連日多くの救急患者を受け入れているが、旧病院では
救急部門にオーダリングシステムは導入されておら
ず、すべて紙カルテを中心とする紙ベースで運営され
ていた。
　そのため、救急受付から診察終了までを管理するこ
とにより、医療スタッフ間の情報共有とデータの後利用
が可能とするシステムを院内開発で構築した。これによ
り救急業務の改善を図り、また救急受診患者さんの家
族からの問い合わせにも対しても、システムから瞬時に
情報を得ることで迅速な対応が可能とする。また救急
待ち時間調査等、様々な統計にも対応可能とする。

⑤インシデントレポートシステム
　従来、紙ベースでの提出となっていたインシデント
レポートをMINK端末からインシデント情報を入力す
る方式に変更した。システム化により、インシデント
情報の共有化を図る。

⑥紹介患者システム
　紹介患者の受け入れ状況を管理するシステムで、紹

介患者の受入状況をデータベース化することにより業
務の効率化と、後述の文書作成ツール（診療情報提供
書）とデータ連携する。

⑦手術室管理システム
　手術室運用計画の作成・調整のため従来の紙ベース
の手術依頼を各診療科がMINK端末から入力する方式
に変更した。システム化によりスケジュール調整の
利便性が図られ、各診療科が各手術室の空き状況を
MINK端末で確認できる。
　また先日付の手術申込が可能のため、将来の手術の
メモとしても利用可能であり、また手術データの取出
し機能も有し 2 次利用に使用可能とする。
　
⑧脳卒中地域連携パス
　脳卒中地域連携パスにおける帳票作成をMINK端末
上で行うシステムで、システム化により異なる職種間
での情報の共有化を図る。

⑨看護職員病院見学会WEB申込みシステム
　看護職員募集の一環として毎年、病院見学会を開催
しているが、従前は広報紙、ホームページ等で公表
し、受付は主に電話対応としていたため、電話対応に
看護部スタッフの手がとられ、特に開催日直前には多
くの電話申込みが集中した。このため、ホームページ
での公表と同時に、ホームページから直接申込みでき
る仕組みを構築した。
　見学希望者はホームページから申込みできることか
ら、電話対応では平日・勤務時間内にしか申込みでき
なかったのが、曜日、時間を問わず可能となった。申
込み情報は、院内のデータベースに格納されるため、
申込み状況がリアルタイムで確認できるとともに、開
催日に用意する見学者一覧も自動作成できる。

⑩退院サマリ作成ツール（文書作成ツール）
　診療科により個別の方法で作成されていた退院サマ
リについて、様式の統一化を図るとともに、紙カルテ
の併用を行わない新病院でのカルテ運用を踏まえて、
新病院移行後の診療が円滑に行えるよう、旧病院にお
いて作成する退院サマリをデータベース上で行えるよ
うにした。システム化にあたっては、処方（特に退院
時処方）、検査結果、DPC情報等の既存の診療情報と
データ連携させることにより、入力の二度手間を極力
回避するとともに、蓄積されたデータベースのデータ
を、新病院の退院サマリ作成システム（図 2 ）に移行
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図２．退院サマリ作成システム

させることで新病院における診療支援に資することを
期した。
　このシステム化により、旧病院における退院サマリ
の様式が統一化されるとともに、入力された情報は
そのまま新病院における診療情報管理システム（Medi-

Bank）に移行でき、旧病院、新病院を通じた情報活用
が可能となった。（新病院への移行件数77,650件）

⑪退院サマリ未作成状況表示システム
　診療録管理体制加算の施設基準で退院サマリの作成
が必須条件であり、病院機能評価においては退院後 2
週間以内100%作成が望ましいとされている。しかし、

当院においては 2 週間以内に作成できていない退院サ
マリが多数に上っており、この改善が課題となってい
た。100%に近づける工夫の一つとして、医療スタッフ
が普段目にするMINK端末の初画面に、サマリの未作
成状況を各診療科別に集計値を表示するシステムを作
成した。未作成の医師の氏名も閲覧できるようにした。
　この仕組みにより、 2 週間以内未作成数も減少傾向
に向かい、新病院に移転した2012年 9 月からは、 2 週
間以内未作成医師の名前も表示するようにした。この
仕組みに、担当副院長、診療情報管理室スタッフ等の
積極的な働きかけが相まって、2012年10月から100%

を達成できている（図 3 ）。

図３．退院サマリ記載率の推移
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⑫外来サマリ作成システム
　2011年 7 月に予定されていた新病院移転後は、電子
カルテを導入する一方、旧病院で作成された紙カルテ
は併用せず、すべての紙カルテをPDF化し電子カルテ
から参照する運用となるため、特に迅速な対応が求め
られる外来診療において旧病院の外来カルテを診療に
支障なく参照できる仕組みが求められた。患者単位に
編綴された外来カルテのPDF化を診療科別に作成する
とともに、外来カルテのサマリ情報を旧病院での外来
診療の早い段階からデータベースに登録し、新病院の
電子カルテからこの外来サマリを参照できるシステム
を構築した。
　新病院移転後の電子カルテからこの外来サマリを容
易に参照することで、ページ数の多いPDF化された外
来カルテから必要な記事を探す必要がなくなり、円滑
な外来診療の一助となった。当初、新病院での参照の
みを予定していたが、新病院移転後、外来サマリへの
書込み可能とするよう要望があったため、記事の追加
ができるよう改修した。

（新病院への移行件数38,741件）

⑬DVD化紙カルテのPDF化ツール
　当院は、1981年以降、入院、外来カルテとも保存年
限を経過したものはマイクロフィルム化し原本の紙カ
ルテは焼却処分してきた。1994年退院（入院カルテ）
または最終来院（外来カルテ）分から2001年退院（入
院カルテ）または最終来院（外来カルテ）分までの紙
カルテについてはマイクロ化に加えてDVD化（TIFF

画像）しオートチェンジャーに格納し専用のビュアで
検索できるシステムを導入した。新病院移転後の電子
カルテ化に向けて2002年退院または最終来院分から
はDVDではなくPDF化しMINK端末から参照できるシ
ステムに変更した。すでにDVD化された1994年から
2001年退院または最終来院分の 8 年間のカルテについ
ても、PDFに変換することとし、暗号化された約1400
万のTIFF画像を、暗号解除→カルテ1冊単位に編集
→PDF変換という一連の作業を自動化するツールを作
成し24時間体制で 8 か月間を要しデータ変換を完了し
た。これにより電子カルテから参照できる旧病院カル
テの範囲が約20年分に拡大できた。

２．新病院移転後における院内開発（2011年～2014年）
　新病院においては電子カルテを導入するとともにほ
ぼすべての部門システムを導入した。併せてDWHを
導入し電子カルテ、医事会計、退院サマリ、各種レ

ポート、地域連携等の情報を蓄積するとともに旧病院
のDWHも院内開発で移行させた。
　このことにより院内開発システムで連携できる情報
量が格段に拡大した。新病院移転後は、必要な情報を
DWH等から自動取得する機能を最大限に活用しなが
ら院内開発を進めている。
　新病院移転後の院内開発ツールのうち主なものは次
の通りである。（その他の院内開発ツールについては
表 1 （40番～136番）を参照）
① 呼吸器内科入院台帳
　呼吸器内科の入院台帳のデータベース。電子カルテ
のデータより、呼吸器内科入院の患者の入院・転科・
退院の移動データや患者属性情報や検査結果等を自動
取得（図 4 、図 5 ）するとともに、診療科での管理項
目を登録することにより、カンファレンスリスト、
LC症例一覧・エクスポート等が自動出力できる。

② ME機器管理
　ME機器の 3 点チェックの情報をDWHの入退院情報
や電子カルテのオーダ情報を参照して病棟別や患者別
にME機器の使用状況を表示するシステムで、これに
より 3 点チェックの実施状況、各患者への使用状況が
一覧的に把握できるとともに、ME機器の適正配置の
ための判断材料とすることが可能となった（図 6 ）。
　
③ アレサーチ
　入院患者、外来予約患者の薬剤アレルギー情報を取
得し、薬剤禁忌、造影剤禁忌、アレルギーの有る患者
を抽出・表示するツール。薬剤師が患者の薬剤アレル
ギーを迅速に把握でき処方等のチェックに活用している。
　
④ 外来予約患者確認ツール
　外来予約患者について、DWHから病名、併科受診
情報、直近の入退院情報、在宅指導管理状況等を参
照・表示させるとともに必要な情報が登録できるツー
ル。診察日前にこのツールを使用して情報を把握し当
日の外来看護師への申し送りに活用している。

⑤ 心臓カテーテル室申込
　手術部門システム上、手術室扱いにならないためシ
ステムでスケジュール管理ができないことから、心臓
カテーテル室のスケジュール管理のツールを独自に作
成した。患者属性等DWHから情報を取得することに
より入力の利便を図った。システム化により心臓カ
テーテル室の申込から申込状況の確認、計画表の印刷
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図４．呼吸器内科入院台帳（MENU）

図５．呼吸器内科入院台帳（入力）

図６．ME機器管理
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等ができる。

⑥ 心臓ペースメーカー
　ペースメーカー使用患者をペースメーカー等で継続
的にフォローするために必要な情報を格納するデータ
ベース。電子カルテのスマートテンプレートのデータ
やDWHから情報を自動取得する。

⑦ MINK端末初画面
　当院に導入されたNEC製の電子カルテ端末の標準画
面ではデスクトップに表示された「院内ポータル」の
ボタンをクリックしてポータル画面を起動する仕組み
であった。MINK端末を活用して院内スタッフへの情
報発信や情報共有ができるようMINK端末起動時に自
動的に初画面を表示し、「院内ポータル」もこの画面
から起動できる仕組みとした。
　この初画面に、当院の基本理念、基本方針を掲示す
るとともに、院内ポータル起動のほか、外来診療担当
医一覧表、PHS番号表、電子カルテマニュアル等を参
照するボタンを設けた。また、退院調整依頼状況、サ
マリ未作成状況、救急救命センター空床状況等院内ス
タッフへの注意喚起の画面も表示できるようにした

（図 7 ）。

⑧ 外来予約一覧MINK障害対応用
　新病院移転後、電子カルテシステムの障害が頻発し
た。電子カルテ障害により紙ベースでの運用になった
場合に、患者を受付から診察室、会計まで誘導する手

段として紙ベースの受診票を発行する仕組みを構築し
た。初画面に起動ボタンを設け、障害発生直前までの
外来患者の状況をDWHから取得して予約患者一覧を表
示し簡単に受診票が出力できるようにした。受診票に
は保険情報、他科受診状況も表示した。幸いこのシス
テムを使用する大規模な障害は発生していないが、こ
の仕組みを活用して、病名整理票発行、外来終了時間
調査など外来予約患者にかかるツールを作成している。

⑨ 外来中央処置室ベッドマップ及びスケジューラ
　中央処置室より依頼。中央処置室のベッド及び椅子
の使用状況（患者および担当看護師）をマップ表示、
および予定～実施までをスケジュール表示するツール。

⑩ 外来化学療法スケジューラ
　外来化学療法より依頼。外来化学療法の予定～実施
までをスケジュール表示するツール。

⑪ デイサージャリスケジューラ
　デイサージャリより依頼。デイサージャリの予定～
実施までをスケジュール表示するツール。

⑫ 研究業績データベース
　病院職員の学会発表、論文掲載、著書を登録、一覧
化、参照するシステム。これまで研究業績について
は、WORD文書での提出とされておりデータベース
化できていなかった。データベース化し研究業績を蓄
積することにより従前のWORD文書の自動作成を行

図７．MINK初画面
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うほか、将来ホームページで研究業績を掲載するシス
テム基盤が整備された。

⑬ iPAD褥瘡回診システム
　褥瘡患者に対する回診で使用するシステム。回診中
に、iPadで患者の診療情報を参照し、褥瘡状態を付属
のカメラで撮影するシステム。手元で患者の診療情報
を参照しながら褥瘡の回診を行い、且つ画像も撮るこ
とができる。

⑭ カンファレンス記録台帳システム
　カンファレンス開催時に、カンファレンス日時、参
加者、対象患者等を登録するシステム。記録台帳とし
て使用されている。
このシステムを導入したことにより、各患者に対して
電子カルテに登録する内容はカンファレンスで話し合
われた内容に限定できる。

⑮ 先端および低侵襲連携PET-MR検査予約
　先端医療センター病院、低侵襲がん医療センター病
院へPET-CT、MR、CTの検査を依頼するときに依頼
票を発行するためのシステム。　病院連携の手段とし
て使われている。

⑯ 褥瘡対策に関する診療計画・褥瘡看護計画点検表
　診療報酬改定で入院患者すべてに褥瘡対策に関する

診療計画の作成が入院基本料の算定要件となり作成状
況をチェックする必要がある。電子カルテの患者一人
一人の診察記事を確認するしか方法がなく膨大な時間
を要する上に漏れを防ぐことが困難であった。そのた
め、全入院患者の褥瘡対策に関する診療計画の作成状
況を確認でき、さらにその評価に基づいた看護計画が
立案・実施・修正ができているかを点検するツールを
作成した。

⑰ 栄養管理計画チェックツール
　特別な栄養管理が必要なものについては、栄養管理
計画書の作成が入院基本料の算定要件となっている
が、これを漏れなく作成するため、すべての入院患者
について、入院診療計画書での特別の栄養計画の要
否のチェックと栄養管理計画書の作成状況を点検する
ツールを作成した。点検結果をエクセルに出力する機
能も付加した。これにより点検作業の手間を大幅に減
少するとともに作成率100%実現に役立てた。

Ⅲ．院内開発での工夫

１．院内開発環境の整備
　院内開発を行うためには、専用サーバの整備、
DWH等医療情報システムとのデータ連携、開発・運
用環境の整備を行う必要があり、当院では以下に述べ
る工夫を行った（図 8 ）。

図８．当院の院内開発環境
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（１）データベース・サーバの導入
　院内開発ツールの中には、DWH等医療情報システ
ムから必要な情報を抽出し参照する機能で目的を達す
るものも少なくないが、大半のツールは診療科データ
ベースにみられるように必要なデータを格納する仕組
みが不可欠である。
　このため、データベース・サーバを導入した。2014
年 9 月現在で稼働中のサーバは 4 台である。データ
ベース・ソフトとしては、基本的にはMicrosoft社の
SQL Serverを使用し、数千万単位の大規模のレコー
ドを扱うデータベースについては、InterSystems社の
Cacheを、また地図情報（GIS）を格納するデータベー
スについては、オープンソースのPostgreSQLを導入す
るなど格納するデータの内容・容量によって使い分け
ている。

（２）WEBサーバの導入
　WEBベースの院内開発ツールを稼働させるための
WEBサーバを導入した。2014年 9 月現在で稼働中の
サーバは、上述のデータベース・サーバとの兼用で 4
台である。WEBサーバソフトとしては、Apache HTTP 

Serverを使用するとともにWEBページを動的（ユー
ザーの操作に応じて画面を描画すること、例えばキー
ワードを入力し検索した結果を画面表示する等）に
処理するためにスクリプト言語としてPHPを使用し、
PHPのパッケージとしてグラフ、PDF連携、WORD連
携、EXCEL連携、バーコード連携といったパッケー
ジを導入している。

（３）開発・運用環境の整備
　MINK端末上で稼働させる院内開発ツール（端末
ベースのツール）については、Microsoft社のACCESS

を使用して利用者の操作性に優れたツールを開発し
MINK端末で稼働できる形式に変換して各MINK端末
に配信している。ツールの配信には院内開発した自動
配信ツールを活用している。
　また、端末ベースのツールでACCESSを使用しない
ものについては、Microsoft社のVisual Studioを使用し
開発言語VBでアプリケーションを作成し必要な端末
に配信している。
　WEBベースの院内開発ツールについては、本番用
のWEBサーバに登録することでMINK端末から利用可
能となり配信の必要はない。

２．医療情報システムとの連携
　当院における院内開発の特徴として、病院の医療情
報システムとデータ連携することで医療情報システム
の保有している情報を最大限に活用したシステムを構
築していることが挙げられる。 2 次利用のために構築
されているDWHは当然のこととして、退院サマリ／
診療情報管理システム（Medi-Bank）の情報（退院サ
マリ、病名、がん登録、病理、各診療科管理項目、紹
介・逆紹介、医療相談等）、診断書作成支援システム

（Medi-Support-Plus）の情報（各種文書情報）のほか、
会計、保険、循環器・放射線・内視鏡・生理検査・産
科レポート等といった部門システムの情報も参照して
院内開発ツールを作成している。なおデータ連携の方
法は、ODBC接続＊を行っている。
　このデータ連携により、診療科データベース等で症
例を登録する場合に、電子カルテ等を参照しながら手
入力することなくデータを自動的に取得できている。
＊ODBC接続
　Open DataBase Connectivityの略。データベースにア
クセスするためのソフトウェアの標準仕様でMicrosoft

社によって提唱され1992年に発表された。
　Oracle、SQL Serverなど各データベースにODBCドラ
イバというソフトウェアが提供されており、ユーザー
はアクセスしたいデータベース名とログイン情報（ID、
パスワード）をODBCに設定するだけで接続先のデー
タベースがどのようなデータベース管理システムに管
理されているか意識することなくアクセスできる。

３．独自データベースの構築
（１）院内開発ツール用データベースの構築
　DWH等の情報を検索・表示にとどまらずデータの
登録・更新が必要なツールについては、そのデータを
格納するデータベースが必要であり、データベース・
サーバにツール用のデータベースを作成した。
　また、DWH等の情報を検索・表示するツールであっ
ても、①インデックスが設定されていないデータを参
照する場合レスポンスに時間を要し結果DWH等のシ
ステムに大きな負荷をかけるもの、②ツールを使用す
る都度、集計を行うより集計結果を保有し、ツールで
はこの集計結果を参照するのが望ましいもの等があ
る。このようなケースへの対応として中間データベー
スを設け、この中間データベースにツールで使用する
データを定時的（ 1 時間毎など）にDWH等から抽出
して格納する仕組みを構築した。
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（２）データ蓄積用データベースの構築
　データ蓄積用データベースとして、主に下記のデー
タベースを構築した。いずれも大容量データを扱うの
で、データベース・ソフトには大容量データに対応し
やすいCacheを使用した。

① DPCデータの蓄積
　厚生労働省に提出した各月の様式 1 、Dファイル、
入院・外来のEファイル、Fファイル、EF統合ファイ
ルといったDPCデータを蓄積するデータベースを構築
した。調査対象病院となった2007年からのデータを蓄
積しておりレコード数の合計は2014年 9 月現在で 1 億
7 千万件を超えている。
　DPCデータには、診療録情報からオーダ情報、会計
情報等豊富な情報から構成されており、院内開発ツー
ルで参照するほか医事業務、情報検索業務等で活用さ
れている。

② 会計データの蓄積
　医事会計システムの会計データについては、経営情
報システムに蓄積されているが、このデータを使って
医事課が分析するには、インデックスが頻回に検索す
るカラム（フィールド）に設定されていない等のため
使いにくくなっている。このため、医事会計システム
から算定情報、保険情報を日次または月次に取り込
み独自のデータベースを構築した。よく使用する検索
フィールドにはくまなくインデックスを設定しレスポ
ンスよくデータ抽出が可能となっている。医事課にお
いてはこのデータベースを活用して日々の会計業務の
点検を行いレセプト請求での査定回避を図っている。
また院内開発ツールでも診療行為の抽出や集計に活
用している。2011年 7 月からのデータを蓄積しており
2014年 9 月現在で 4 千万件を超えている。

③カルテ記事データの蓄積
　2011年 7 月の電子カルテ化以降のカルテ記事を電子
カルテから抽出して独自のデータベースに蓄積してい
る。大容量データに対応できるようデータベース・ソ
フトにはCacheを使用し記事内容にもインデックスを設
定し迅速な検索を可能とした。このデータベースを使
うことで記事の検索・抽出が容易にでき、目的の症例
を探すのに役立っている。2011年 7 月からのデータを
蓄積しており2014年 9 月現在で 1 千万件を超えている。

④重症度コメントデータベースの蓄積
　各病棟に入院中の患者の、せん妄や転倒転落危険患
者の状況を把握するため、電子カルテの重症度コメン
トの情報を抽出し、重症度コメントデータベースに蓄
積している。このデータベースの情報を参照すること
でせん妄や転倒転落危険患者の状況は容易に把握でき
るようになった。2011年 7 月からのデータを蓄積して
おり2014年 9 月現在で 5 万件を超えている。

⑤電子カルテ・アクセスログの蓄積
　電子カルテ自体にもログ記録の検索機能があるが、
①端末を指定しての検索ができないこと、②DWHに
蓄積されないのでログ解析するには電子カルテのデー
タベースにアクセスする必要があり電子カルテへの負
荷要因となりうることから、独自のデータベースを
構築し電子カルテ・アクセスログを自動的に蓄積して
いる。このことにより特定端末の利用状況の把握がで
き、また電子カルテへの影響を考慮することなくログ
解析が可能となった。2011年 7 月からのデータを蓄積
しており2014年 9 月現在で 8 千万件を超えている。

４．開発手法での工夫
　システムの開発を行う場合、一般的に①設計→②製
作→③テスト→④本番稼働といった工程を経る。シス
テム設計は、発注者が作成した仕様書に基づいて行
う。システム構築を外部委託する場合は、詳細な仕様
書を作成して発注する必要があり、また発注後の仕様
変更は契約金額の増を伴う。当院での院内開発では要
望元に詳細な仕様書の作成は求めず、要望内容を聴取
しながら大まかなシステム構成を構想し、ユーザーの
立場にたって具体的な仕組みを提案し、ユーザーと一
緒に試行錯誤しながらシステム設計と製作を行う手法

（一般的に「プロトタイプ手法」と言われている）を
採用している。システム稼働後も運用上問題が生じた
場合、柔軟・迅速に対応でき院内開発のメリットを生
かした開発手法となっている。

Ⅳ．考　察

１．院内開発のメリットと課題・問題点
　ここでは、我々が10年間にわたり院内開発に取り組
んできた実践のなかで得られた経験から、院内開発で
実現できたメリットと我々が直面した課題・問題点を
振り返ることで、院内開発の今後の方向を展望したい。
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（１）院内開発で実現できたメリットと果たしてきた
役割

　上述のものを含め主な院内開発システムの一覧を表
1 に掲げた。システムの内容別に○印を付しているが
システム化のニーズが多岐にわたってことを示してい
る。これらのシステム化によって実現できたことが院
内開発のメリットであり果たしてきた役割であるとい
える。
① 業務の効率化
　最も件数の多いニーズであり、システム化すること
により従来、手作業で行っていた業務が、DWH等の
医療情報システムからデータを自動取得することによ
り、または院内開発システムから帳票を自動作成する
など業務の効率化が図られた。後述の、診療支援、業
務支援、医療安全等の業務をシステム化する場合にお
いてもデータ入力、情報の参照をDWH等とのデータ
連携により自動化できた部分において業務の効率化も
合わせて実現できている。

② 診療支援・症例研究等
　各診療科からの要望に基づく診療支援ないし症例研
究のためのデータベースを数多く院内開発で構築して
きた。システム化以前は、各診療科においてファイル
メーカーでデータ登録していたものも、電子カルテ等
を参照しながらデータを転記する手間を要した。転記
の手間を省き正確なデータを登録するためDWHの診
療データを取り込む仕組みのデータベースを構築し、
診療または症例研究等に役立っている。

③ 医療安全の確保
　電子カルテ等の情報を患者横断的にデータ収集し、
医療安全上チェックすべき内容を一覧的に把握する仕
組みを構築することにより、インシデントの発生予防
等に貢献している。

④ 業務の管理
　診療録に記載が必須の事項、保険請求上の作成が義
務付けられている文書など、業務が適正に処理されて
いるかを点検する場合に、従前は患者単位に電子カル
テを開き該当の有無を判断しながら点検を要していた
ものを、電子カルテに登録された内容を自動的に参照
し、点検票を出力するなど業務のチェックが容易と
なった。

⑤ 業務支援
　各部門・部署において、従前は紙ベースないし手作
業で行っていた業務をシステム化することにより合理
化が図れた。この場合も患者属性等をDWHとデータ
連携することで効率化も実現できている。

⑥ 情報共有
　診療支援、医療安全、業務管理、業務支援のための
開発したシステムが院内のMINK端末で利用でき関係
職種が参照できることにより情報の共有化が図られた。

⑦ 保険診療等法令遵守
　各種点検ツールをシステム化したことにより、遵守
すべき事項が満足されているかチェックでき保険診療
等法令遵守に貢献できている。
　こうしたニーズに応じたメリットを実現できたとい
う直接的効果にとどまらず、開発を外部委託した場合
に比べてコスト面の抑制と開発期間の短期化といった
間接的効果がある。この間接的効果を客観的に計測
するには委託業者等による見積と比較する必要がある
が、多数の院内開発システムの外注経費を見積もるこ
とは困難である。また、院内開発を担当する病院職員
も専任ではなく他の業務を処理するなかでシステム開
発を行ってきたので実質的に要した経費を直ちに積算
することも困難であるが、毎年度、電子カルテシステ
ム等の改善に要する経費と大半のシステム改修が 2 か
月以上の開発期間を要している実態を考慮したとき、
院内開発にはコストの抑制効果があると考えられる。

（２）院内開発にかかる課題・問題点
　院内開発を進める上では課題・問題点も少なくな
い。我々が実践のなかで直面した課題・問題点を以下
に示す。
① スタッフに関わる課題・問題点
　院内のニーズに的確に対応するためには、院内開発
を担当するスタッフに関わる問題がある。 1 つ目はス
タッフの配置の問題、 2 つ目はスタッフのスキルの問
題、 3 つ目はスタッフ間の知識・技術の承継の問題で
ある。
　院内開発により、外部委託では実現できないメリッ
トを発揮できることからシステム部門に院内開発のた
めの要員を配置する意味は少なくないと考えられる。
人数については院内開発ニーズの動向、後述のスキル
や知識・技術の承継の問題等を考慮しながら適切な配
置が必要である。
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　スタッフのスキルについては、院内開発のためには
病院業務の熟知、電子カルテ等医療情報システムへの
精通、システム構築に必要な知識・技術（データベー
ス、開発言語、WEB作成技術等）と言った幅広い専
門知識が求められる。我々は10年以上にわたって病院
のシステム部門を担当するなかでこうしたスキルを向
上させてきた。短期間でこうした専門知識を獲得する
ことは難しいので長期的観点からスタッフのスキル向
上策を考えていく必要がある。
　 3 つ目の知識・技術の承継の問題であるが、上述の
スキルを発揮して開発してきた多数のシステム・ツー
ルについてスタッフ間で円滑に承継していく必要があ
る。この問題を解決しないとスタッフに世代交代が
あった場合、システムの維持・管理・改修ができず病
院業務に支障をきたすことになる。 1 つ目のスタッフ
配置の問題と併せて知識・技術の承継が円滑にできる
よう適切に対応していく必要がある。

② 院内開発システムのメンテナンスに関わる課題・
問題点

　システムを構築した場合、病院の運用変更や業務改
善、制度改正などに対応してシステムのメンテナンス
を行う必要がある。これらの変更が一度に集中すると
限られたスタッフでは対応が難しくなることを考慮し
ておく必要がある。我々の経験からは、基幹システム
のベンダーが富士通からNECに変更となったことに伴
い、院内開発システムからデータ連携している参照先
が全面的に変更になったため大幅なシステム改修を迫
られた。
　今後ともデータ連携の院内開発システムは増加する
と考えられるので、現在検討中の次期電子カルテ等シ
ステムの中で、ベンダーが変更しても長期的利用が可
能なDWHの整備が求められる。また、システム更新
後、支障なく院内開発システムが稼働できるよう十分
な改修期間を確保する必要がある。

③ 外部委託と院内開発
　外部委託を選択するか院内開発でいくかの問題につ
いては、院内開発に比べて外部委託が有利な場合には
積極的に外部委託化すべきと考えられる。反面、仕様
書作成、入札発注、システム構築という外部委託の方
法では対応できないシステムについては院内開発を選
択するのがそのメリットを発揮できると考える。我々
が対応してきた院内開発ニーズは、ベンダーのパッ
ケージのカスタマイズでの対応になじまず、また、期

間的に余裕もなく、システム化のためのニーズの整理
も不完全で直ちに外部委託できるものではなかった。

④ 電子カルテシステム等の機能として検討されるべ
きもの

　我々が、院内のニーズに対応してシステム化するな
かで感じているのが、電子カルテシステムが、紙カル
テの延長としての位置づけもあってか、システムが患
者単位に成り立っていて、電子カルテを使ってそれぞ
れの業務に携わっているスタッフ側からの「仕事の管
理」の視点が弱い、ないし欠落しているということで
ある。
　たとえば、法令、療担規則上あるいは医療安全上の
要件の有無、退院サマリの期限内作成、DPC承認など
を医師単位、あるいは組織単位に管理する機能は、本
来電子カルテシステム側に備わるべき機能ではないか
と考える。システム化された業務はシステムを活用し
ないと管理できない。システムを活用できないと一人
一人の電子カルテの記事を確認しながら手作業で点検
するという膨大な労力を強いることになる。
　医師単位のポータル機能を検討している電子カルテ
ベンダーもあるようであるが、医師単位だけでなく業
務を管理する組織単位（診療科、病棟、部門など）に
も必要な機能と思われる。今後のシステム更新にあ
たってはこうした視点の検討を期待したい。

２．院内開発の今後の方向
　院内開発という手法は、上述してきたとおり病院の
現場からの様々なシステム化ニーズに迅速かつユー
ザーの立場に立ったきめ細やかな対応を実現でき、ま
たコスト削減効果というメリットがある反面、スタッ
フやメンテナンス、外部委託との関係などで幾つかの
課題・問題点を抱えている。しかし、課題・問題点を
回避するため院内開発を行わないという選択は、現場
の声に耳を塞ぐことになりシステム部門の責任を果た
したとは言えない。
　病院業務をシステム面から支える役割を担っている
システム部門としては、院内開発にかかる課題・問題
点を認識したうえで、法人本部をはじめ関係部署の理
解と協力を得ながらこれらの課題・問題点の解決に努
力を払うことにより、今後とも院内の院内開発ニーズ
に最大限の対応をしていく使命を有していると考える。
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